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１．道路の役割



道路の基本的な役割 3

※ 出典 ： 国土交通省HP



道路は多様な空間 4

※ 出典 ： 国土交通省HP
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２．道路の種類



道路とは 6

※ 出典 ： 国土交通省HP



道路とは 7

※ 出典 ： 国土交通省HP

北海道には無い
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３．道内の道路現況



道内の道路現況 9

資料：道路統計年報２０２０
国土交通省道路局
（平成３１年３月３１日現在）

舗装率：舗装済延長／実延長

改良率：車道幅員5.5m以上改良済み延長／
実延長
（市町村道は整備済み延長＝

改良済み延長）
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４．道路法について
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道路法（昭和二十七年六月十日法律第百八十号）
最終改正：令和三年六月二十日法律第九号

（この法律の目的）
第一条 この法律は、道路網の整備を図るために、道路に関して、路線の指定及び認定、管理、構造、保全、費用の負担区分等

に関する事項を定め、もつて交通の発達に寄与し、公共の福祉を増進することを目的とする。
（道路の種類）
第三条 道路の種類は、左に掲げるものとする。

一．高速自動車国道 二．一般国道 三．都道府県道 四．市町村道
（市町村道の意義及びその路線の認定）
第八条 第三条第四号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路で、市町村長がその路線を認定したものをいう。
（路線の認定の公示）
第九条 都道府県知事及び市町村長は、第七条又は前条の規定により路線を認定した場合においては、その路線名、起点、終

点、重要な経過地その他必要な事項を、国土交通省令で定めるところにより、公示しなければならない。
（市町村道の管理）
第十六条 市町村道の管理は、その道路が存する市町村が行う。
（道路の構造の基準）
第三十条 高速自動車国道及び国道の構造の技術的基準は、次に掲げる事項について政令で定める。

一．通行する自動車の種類に関する事項 二．幅員 三．建築限界 四．線形 五．視距 六．勾配
七．路面 八．排水施設 九．交差又は接続 十．待避所 十一．横断歩道橋、さくその他安全な交通を確保す
るための施設 十二．橋その他政令で定める主要な工作物の自動車の荷重に対し必要な強度 十三．前各号に掲げる
もののほか、高速自動車国道及び国道の構造について必要な事項

２ 都道府県道及び市町村道の構造の技術的基準（前項第一号、第三号及び第十二号に掲げる事項に係るものに限る。）
は政令で定める。

３ 前項に規定するもののほか、都道府県道及び市町村道の構造の技術的基準は、政令で定める基準を参酌して、当該道路
の道路管理者である地方公共団体の条例で定める。

（道路の維持又は修繕）
第四十二条 道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつて一般交通に支障を及ぼさないように努め

なければならない。
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（道路の管理に関する費用負担の原則）
第四十九条 道路の管理に関する費用は、この法律及び公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法並びに他の法律に特別の規定が

ある場合を除くほか、当該道路の道路管理者の負担とする。
（道路に関する費用の補助）
第五十六条 国は、国土交通大臣の指定する主要な都道府県道若しくは市道を整備するために必要がある場合、第七十七条の規

定による道路に関する調査を行うために必要がある場合又は資源の開発、産業の振興、観光その他国の施策上特に道
路を整備する必要があると認められる場合においては、予算の範囲内において、政令で定めるところにより、当該道
路の新設又は改築に要する費用については、その二分の一以内を、道路に関する調査に要する費用についてはその三
分の一以内を、指定区間外の国道の修繕に要する費用についてはその二分の一以内を、道路管理者に対して、補助す
ることができる。

（道路の付属物の新設又は改築）
第八十五条 国道に付属する道路の付属物の新設又は改築は、国土交通大臣が自ら行う国道の新設又は改築に伴う場合を除き、

当該国道の道路管理者が行う。
２ 都道府県道又は市町村道に付属する道路の付属物の新設又は改築は、当該都道府県道又は市町村道の道路管理者が

行う。
３ 道路の付属物の新設又は改築に要する費用は、道路の付属物の新設又は改築が国道の新設又は改築に伴うものであ

る場合においては、当該国道の新設又は改築に要する費用を負担する者がその負担の割合に応じて負担し、その他の
場合においては、道路管理者が負担する。

（道等の特例）
第八十八条 国は、道の区域内の道路については、政令で定めるところにより、道路に関する費用の全額を負担し、若しくはこ

の法律に規定する負担割合若しくは補助率以上の負担若しくは補助を行い、又はこの法律に規定する以外の負担若し
くは補助を行うことができる。地勢、気象等の自然的条件がきわめて悪く、且つ、資源の開発が充分に行われていな
い地域内の道路で政令で指定するものについても、同様とする。

２ 国土交通大臣は、前項の規定により国が道の区域内の道路について、新設又は改築に要する費用にあってはその四
分の三以上で、維持、修繕その他の管理に要する費用にあってはその二分の一以上で政令で定める割合以上の負担を
行なう場合において、国の利害に特に関係があるときは、政令で定めるところにより、道路管理者の権限の全部又は
一部を行なうことができる。

３ 前項の規定により国土交通大臣が道路管理者の権限の全部又は一部を行なう場合においては、道又は当該市町村道
の存する市町村は、政令で定めるところにより、第四十九条の規定に基づく負担金を国庫に納付しなければならない。
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５．市町村道係の業務について
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「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」により、補助金に係る予算

の執行の適正化に関する法律及び同法施行令が改正され、平成１２年度から補助金等の交
付に関する事務の一部を、都道府県知事が行なうことについては、法定受託事務とされた。

都道府県知事が国に代わり行う法定受託事務の範囲は、下記のとおり。

①交付申請書の受理（第５条）
②交付申請に係る各種書類等の審査及び必要に応じた現地調査（第６条第１項・３項

第７条第１項）
③補助金等の全部又は一部に相当する金額の納付命令（第７条第２項）
④補助金等の交付申請の取下げの受理（第９条第１項）
⑤遂行状況に関する報告の受理（第１２条）
⑥補助金等の遂行命令等（第１３条第１項）
⑦補助金等の遂行の一時停止命令（第１３条第２項）
⑧補助事業等の実績報告書の受理（第１４条・第１６条第２項）
⑨補助金等の額の確定及び通知（第１５条）
⑩補助金等の是正措置命令（第１６条第１項）
⑪額の確定に伴う補助金等の返還命令（第１８条第２項）
⑫交付決定の取消等の理由の提示（第２１条の２）
⑬執行の適正を期するための報告の徴収・立入検査・関係者に対する質問（第２３条第１項）

なお、この他に、要望のとりまとめについても、管轄する都道府県が国に代わり行う。
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（4月上）（4月上）
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６．市町村道事業の予算推移
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※ 札幌市を除く178市町村事業費

市町村道事業の推移（要望額と内示額）
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７．市町村道事業の現状と課題



市町村道事業の現状と課題① 19

国　　道 100.0%

道　　道 93.8%

市町村道 57.9%

札  幌  市 87.6%

合　　計 67.5%

※札幌市管理の道道は道路種別「札幌市」に含む
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市町村道の推移（昭和47年より札幌市除く）
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○市町村道の現状・課題

・北海道の道路において、地域住民の生活に密着した市町村道の延長（除く札幌市）は 65,981.2 km と最も長いが、整備
率は最も低く、特に舗装率は57.9％と極めて低い状況にある。（道路現況調書：令和2年4月1日現在）

・市町村においては、これまで多様化する住民ニーズや施策事業とのバランスを考慮しながら、改築事業主体に重点化を
図ってきた経緯もあるが、現状では道路施設の的確な老朽化対策、通学路等の生活空間における安全・安心の確保等を重点
的に実施していく必要が高まっていると考えられる。一方、住民要望を踏まえた生活道路整備や、防災対策、冬期間の安全
確保等の進捗を図る必要もあり、総合的かつ安定的な予算確保が課題となっている。

・平成21年創設の地域活力基盤創造交付金により、採択要件の緩和や、市町村道における除雪事業等の実施が可能となり、
交付金活用市町村が増加した。その後、橋梁長寿命化修繕事業の実施が事実上必須となり、令和2年度より道路メンテナンス
事業補助が創設され、現在ではほぼ全ての市町村が補助事業を活用することとなっている。

所管別道路整備率表
道路現況調書（R2.4.1現在）

← ○ 補助・交付金双方活用市町村数は、148市町村



市町村道事業の現状と課題② 20

2.9 倍

1.0倍



市町村道事業の現状と課題③ 21

通学路における自動車・
自転車・歩行者の錯綜状況

（ 左 ）旭川市
（ 中央 ）網走市
（ 右 ）函館市

○通学路の交通安全対策

令和3年6月28日に千葉県八街市で発生した児童2名が死亡、3名が負傷した飲酒死亡事故が発生。
この事故を受けて実施された、国の緊急合同点検が全ての市町村で実施され、市町村道において対策が必要な箇所は、札幌

市を除き約３３０箇所、このうち、令和3年12月末までに対策済みの箇所が約１４０箇所が報告されています。

道教委の調査では、「通学路安全プログラム」が、令和3年12月現在、道内全ての市町村で策定された。

通学路対策費の令和3年度に比べ増額要望されている状況があり、Ｒ３補正やＲ４からの補助制度の創設などの対応も
進んでいる状況。
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市町村道事業の現状と課題④ 22
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○防災対策・冬期間の安全確保

市町村道におけるH8道路防災総点検箇所（要対策7８4箇所）の対策完了率は約52％にとどまっており、総点検後20年が
経過しようとしているなか新たな災害も発生するなど、防災対策の進捗についても重要な課題となっている。また、要対策箇
所の防雪対策を含め、冬期間の安全確保のための除雪・除雪機械更新等は積雪寒冷地域において非常に重要であるが、予算上
の制約等により対策が遅れたり、機械の更新・増強を先送りせざるを得ない自治体も出てきているのが現状であり、冬期間も
含めた防災対策の進捗や除雪体制維持のため、予算の確保が重要な課題となっている。

また、除雪機械の購入は緊急自然災害防止対策事業で除雪車を購入することも可能。

上 ： 豪雨による冠水状況（新ひだか町）
下 ： 斜面崩壊状況（乙部町）

上 ： 視程障害状況（士幌町）
下 ： 吹きだまり発生状況（遠別町）
右下 ： 防雪柵設置効果状況（遠別町）

要望台数のうち23台
（31%）は購入見送り

↓
予算確保が課題

除雪機械更新等台数・事業費（台、百万円）

除雪機械：除雪グレーダ（小清水町（平成8年購入））
除雪ドーザ（当別町（平成７年購入））

要望台数の7割
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８．交付金事業（パッケージ）
について



交付金パッケージについて① 24

■各整備計画における対象事業一覧 R3.2.2

建設部道路課

初期値 中間 最終 初期値 中間 最終

39% 54% 57% 39% 54% 57%

初期値 中間 最終 初期値 中間 最終

0% 40% 51% 0% 40% 51%

初期値 中間 最終 初期値 中間 最終

21% 62% 79% 30% 64% 77%

初期値 中間 最終 初期値(R2当初) - 最終

0% - 100% 0% - 100%

- 初期値(R3当初) 最終

- 31% 93%

初期値 中間 最終

0時間/日 － 438時間/日

初期値 中間 最終 初期値 中間 最終

0時間/日 351時間/日 584時間/日 0時間/日 351時間/日 584時間/日

初期値 中間 最終 初期値 中間 最終

0% 37% 50% 0% 37% 50%

初期値 中間 最終

0% - 93%

走行環境改善度の向上

対策済み延長／要対策延長

走行環境改善度の向上

対策済み延長／要対策延長

［現在の代表地点と交通拠点間の所要時
間－事業供用後の代表地点と交通拠点
間の所要時間］×交通量

道路危険箇所の対策率の向上

対策済み箇所数／要対策箇所数

交通拠点へのアクセス時間短縮

［現在の代表地点と交通拠点間の所要時
間－事業供用後の代表地点と交通拠点
間の所要時間］×交通量

交通拠点へのアクセス時間短縮

対策済み箇所数／要対策箇所数

交通安全対策率の向上

対策済み延長／要対策延長

通学路等の要対策箇所における安全度の向上

対策済み延長／要対策延長

33

国際競争力強化等に資
する道路ネットワークの
機能向上
【重点計画】

・IC、新幹線駅、在来線駅、空港、港湾等へのアクセス道路整備事業
・バイパス、線形改良、現道拡幅等
・道の駅関連事業
・景観、観光系無電柱化　　※緊急輸送道路、低コスト手法を除く

37

国土強靱化地域計画に
基づく道路の交通・物流
機能強化
【重点計画】

北海道の強靱化を図るため、重要物流道路の脆弱
区間の代替路や、災害時拠点への補完路、災害時
にも地域の輸送等を支える道路について国土強靱
化に基づいた事業を推進し、道路ネットワークを強化
する。

R2
～
R4

・バイパス、線形改良、現道拡幅等

34

道内各地域の活力向
上、国際競争力強化に
資する道路ネットワーク
の機能向上・交通環境
形成

輝きつづける北海道を創造するため、国際競争力強
化に資する交通・物流拠点へのアクセス機能向上
や、道内主要拠点と観光地等を結ぶ道路ネットワー
クの充実、地域の実情に応じた道路網や街並み・景
観に配慮した都市内交通環境の形成、道民の暮ら
しに必要なインフラ機能の確保により、将来にわたっ
て心豊かに住み続けることができる活力ある地域社
会の形成を目指す。

H30
～
R4

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

36

国土強靱化地域計画に
基づく道路の防災・減災
対策推進
【重点計画】

北海道の強靱化を図るため、国土強靱化地域計画
に基づく防災・減災対策を推進し、積雪寒冷・広域
分散型社会を支える北海道の道路ネットワークを強
化する。

R2
～
R4

・防災系改築
・防災対策　（落石、地すべり、越波、冠水等）
・橋梁耐震補強
・雪寒（防雪対策、路盤改良等）

人口減少・少子高齢社会の状況の下、道内各地域
における地域経済の活力向上・国際競争力強化に
資するため、駅・IC等の物流拠点へのアクセス機能
の向上を実現する。

H30
～R2

・IC、新幹線駅、在来線駅、空港、港湾等へのアクセス道路整備事業

　※P28からの継続事業のみ対象

30

通学路等の生活空間に
おける暮らしの安全・安
心の確保
【重点計画】

暮らしの安全・安心を確保するため、通学路交通安
全プログラム等に基づく要対策箇所の交通安全対
策や、道路の防災性を向上させる無電柱化の推
進、高齢者や障害者などが安全に活動できる社会
を実現する歩行空間のバリアフリー化、及び踏切道
の歩行者対策を推進する。

H28
～
R2

・通学路PG要対策箇所
・未就学児童が日常的に集団で移動する経路における交通安全対策
・法指定踏切における事故対策
・鉄道との結節点（駅前広場、自由通路等）のバリフリ対策

・橋梁耐震補強
・防災系改築
・防災対策　（落石、地すべり、越波、冠水等）
・雪寒（防雪対策、路盤改良等）
・歩道整備事業（新設、現道拡幅、歩道、自歩道等）
　※通学路PG要対策箇所除く
・視距改良、交差点改良、中央帯、カラー舗装、端末防護、
・大規模自転車道を含む自転車走行空間の整備
・修繕事業　※個別施設計画基づく修繕事業を除く
・交安系無電柱化　※緊急輸送道路、低コスト手法を除く

32
防災・安全を支える道路
ネットワーク強化

暮らしの安全・安心を確保するため、防災・減災・老
朽化対策や交通安全対策等を推進し、積雪寒冷・
広域分散型社会を支える北海道の道路ネットワーク
を強化する。

H30
～
R4

道路危険箇所の対策率の向上

防
災
・
安
全
交
付
金

番号 計画（パッケージ）名称 計画の目標

分類

現在の整備計画（パッケージ）

計画
期間

対象事業の主な施策アウトカム指標

令和３年度以降の整備計画（パッケージ）

番号 計画（パッケージ）名称 計画の目標
計画
期間

アウトカム指標 対象事業の主な施策

32
防災・安全を支える道路
ネットワーク強化

暮らしの安全・安心を確保するため、防災・減災・老
朽化対策や交通安全対策等を推進し、積雪寒冷・
広域分散型社会を支える北海道の道路ネットワーク
を強化する。

H30
～
R4

道路危険箇所の対策率の向上
・橋梁耐震補強
・防災系改築
・防災対策　（落石、地すべり、越波、冠水等）
・雪寒（防雪対策、路盤改良等）
・歩道整備事業（新設、現道拡幅、歩道、自歩道等）
　※通学路PG要対策箇所除く
・視距改良、交差点改良、中央帯、カラー舗装、端末防護、
・大規模自転車道を含む自転車走行空間の整備
・修繕事業　※個別施設計画基づく修繕事業を除く
・交安系無電柱化　※緊急輸送道路、低コスト手法を除く

対策済み箇所数／要対策箇所数

交通安全対策率の向上

対策済み延長／要対策延長

38

子供の移動経路等の生
活空間における交通安
全対策推進
【重点計画】

暮らしの安全・安心を確保するため、通学路交通安
全プログラム等に基づく要対策箇所の交通安全対
策や、高齢者や障害者などが安全に活動できる社
会を実現する歩行空間のユニバーサルデザイン化
を推進する。

R3
～
R7

通学路等の要対策箇所における安全度の向上
・通学路PG要対策箇所
・未就学児童が日常的に集団で移動する経路における交通安全対策
・鉄道との結節点（駅前広場、自由通路等）のバリフリ対策

対策済み延長／要対策延長

36

国土強靱化地域計画に
基づく道路の防災・減災
対策推進
【重点計画】

北海道の強靱化を図るため、国土強靱化地域計画
に基づく防災・減災対策を推進し、重要物流道路の
脆弱区間の代替路や、災害時拠点への補完路、災
害時にも地域の輸送等を支える道路ネットワークを
強化する。

R2
～
R4

道路危険箇所の対策率の向上
・防災系改築
・防災対策　（落石、地すべり、越波、冠水等）
・橋梁耐震補強
・雪寒（防雪対策、路盤改良等）
・バイパス、線形改良、現道拡幅等

対策済み箇所数／要対策箇所数

道路防災に資する走行環境改善度の向上

対策済み延長／要対策延長

34

道内各地域の活力向
上、国際競争力強化に
資する道路ネットワーク
の機能向上・交通環境
形成

輝きつづける北海道を創造するため、国際競争力強
化に資する交通・物流拠点へのアクセス機能向上
や、道内主要拠点と観光地等を結ぶ道路ネットワー
クの充実、地域の実情に応じた道路網や街並み・景
観に配慮した都市内交通環境の形成、道民の暮ら
しに必要なインフラ機能の確保により、将来にわたっ
て心豊かに住み続けることができる活力ある地域社
会の形成を目指す。

H30
～
R4

交通拠点へのアクセス時間短縮
・IC、新幹線駅、在来線駅、空港、港湾等へのアクセス道路整備事業
・バイパス、線形改良、現道拡幅等
・道の駅関連事業
・景観、観光系無電柱化　　※緊急輸送道路、低コスト手法を除く

［現在の代表地点と交通拠点間の所要時
間－事業供用後の代表地点と交通拠点
間の所要時間］×交通量

走行環境改善度の向上

対策済み延長／要対策延長

30番パッケージの内容を踏襲

無電柱、踏切の内容を削除

36番パッケージに統合するため、R3以降の予定はなし

37番パッケージから統合するため、計画目標等を変更

令和2年度までの整備計画

【市町村道事業の独自パッケージ】

現在、2市１町で市町村道事業を独自パッケージで実施しています。
独自パッケージは、北海道設定の整備計画にない重点計画に資する事業について策定することが可能。
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【事業概要】

など

計画番号３２
防災・安全を支える道路ネットワーク強化

【計画の目標】
暮らしの安全・安心を確保するため、防災・減災・老朽化対策や交通安全対策等を推進し、積雪寒冷・広域分散型社会を支える北海道の

道路ネットワークを強化する。

【主な事業】 本別留辺蘂線（交通事故対策）、 平成大橋（市町事業）（街路） ほか

＜対策例＞歩道設置 ＜対策例＞踏切除却

成果目標（アウトカム指標） 算定式
初期値
（H29末）

中間目標
（R2末）

最終目標
（R4末）

道路危険箇所の対策率の向上 対策実施済み箇所数／要対策箇所数

40％
(346/861箇所)

55％
（477/861箇所）

64％
（550/861箇所）

54％
（463/861箇所）

59％
（508/861箇所）

交通安全対策率の向上 対策実施済み延長／要対策延長

0％
（0/85.7km）

47％
（40.3/85.7km）

63％
（53.9/85.7km）

44％
（38.0/85.7km）

59％
（50.9/85.7km）

交通安全対策 踏切対策

変更前

変更後

変更前

変更後
【最終目標値】

53.9km → 50.9km （3.0kmの減）

【最終目標値】
550箇所 → 508箇所 （42箇所の減）
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【事業概要】

など＜対策例＞法枠工 ＜対策例＞雪崩予防柵

計画番号３６
国土強靱化地域計画に基づく道路の防災・減災対策推進【重点計画】

【計画の目標】
（変更前）

北海道の強靱化を図るため、国土強靱化地域計画に基づく防災・減災対策を推進し、積雪寒冷・広域分散型社会を支える北海道の
道路ネットワークを強化する。

法面対策 雪崩対策

【主な事業】 洞爺湖登別線（法面対策）、 根室半島線（防雪対策） 江差木古内線（現道拡幅）、 金山幾寅停車場線（線形改良） ほか

今回追加

（変更後）
北海道の強靱化を図るため、国土強靱化地域計画に基づく防災・減災対策を推進し、重要物流道路の脆弱区間の代替路や、災害時

拠点への補完路、災害時にも地域の輸送等を支える道路ネットワークを強化する。

成果⽬標（アウトカム指標） 算定式
初期値

（R1末、R2末）
最終⽬標
(R4末)

道路危険箇所対策率の向上 対策実施済み箇所数／要対策箇所数 0％
（0/35個所）

100％
（35/35個所）

防災ネットワーク整備率の向上
防災ネットワークが整備された道路延 (km)
／防災ネットワークの整備が必要な道路延 (km)

31％
（6.2km/19.8km）

93％
（18.5/19.8km）
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【事業概要】

など

計画番号３８
子供の移動経路等の生活空間における交通安全対策推進【重点計画】

【計画の目標】
暮らしの安全・安心を確保するため、通学路交通安全プログラム等に基づく要対策箇所の交通安全対策や、高齢者や障害者などが安全

に活動できる社会を実現する歩行空間のバリアフリー化を推進する。

【主な事業】 大野大中山線、 士幌上士幌線、基線通（街路） ほか

通学路における交通安全対策 歩行空間のバリアフリー化

成果⽬標（アウトカム指標） 算定式 初期値
（R2末）

中間⽬標値
（R5末）

最終⽬標
（R7末）

通学路等の要対策箇所における安全度の向上 対策実施済み延 ／要対策延 30％
（15.1/51.3km）

64％
（32.7/51.3km）

77％
（39.7/51.3km）
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【事業概要】

など

計画番号３４
道内各地域の活力向上、国際競争力強化に資する道路ネットワークの機能向上・交通環境形成

【計画の目標】
輝きつづける北海道を創造するため、国際競争力強化に資する交通・物流拠点へのアクセス機能向上や、道内主要拠点と観光地等を結

ぶ道路ネットワークの充実、地域の実情に応じた道路網や街並み・景観に配慮した都市内交通環境の形成、道民の暮らしに必要なインフ
ラ機能の確保により、将来にわたって心豊かに住み続けることができる活力ある地域社会の形成を目指す。

成果目標（アウトカム指標） 算定式
初期値
（H29末）

中間目標
（R2末）

最終目標
（R4末）

交通拠点へのアクセス時間短縮 ［現在の代表地点と交通拠点間の所要時間（分／
台）－事業供用後の代表地点と交通拠点間の所要
時間（分／台）］×交通量（台／日） 0時間/日

351時間/日 584時間/日

〃 〃

走行環境改善度の向上 対策実施済み延長／要対策延長

0％
（0/174.7km）

43％
（75.3/174.7km）

60％
（105.4/174.7km）

41％
（72.4/174.7km）

56％
（97.7/174.7km）

【主な事業】 大麻東雁来線（現道拡幅）、 見晴通（街路）、道路除雪 ほか

道路ネットワークの機能向上交通・物流拠点へのアクセス強化 隘路区間の解消（幅員狭小、線形不良） 道路除雪

変更なし

変更前

変更後
【最終目標値】

105.4km → 97.7km （7.7kmの減）
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※ 出典 ： 国土交通省HP
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９．補助事業について
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Ⅰ 個別事業の整備状況

・ 橋梁・トンネル・道路附属物等の市町村管理施設数は19,002施設ある。
そのうち、R2年度迄の最新点検ランクでは、3,110施設（ランクⅢ）＋63施設（ランクⅣ）= 3,173施設で

あり、この施設全てを「予防保全型管理」への転換が課題となる。

・ 道路メンテナンス事業では、補助事業の目的として修繕着手率１００％を目指す内容としており、各市町村へは、
R3年度の充当率の実績を参考にお知らせしたうえで、ランクⅢ,Ⅳの施設を優先的に実施するよう周知している。

なお、R４概算要望の内容については、今後の道路メンテナンス事業の中長期計画を踏まえて検討をしているが、
最新の点検結果を長寿命化修繕計画に随時反映させていく等、今後の対応手法について留意を行う必要がある。

・ 令和３年度から、道路メンテナンス年報に個別の市町村毎に措置が必要な施設数の他、措置の着手・着工・完了数
が公表されるようになりました。

Ⅰ, 5930, 31%

Ⅱ, 9834, 52%

Ⅲ, 3110, 17%

Ⅳ, 63, 0%
未実施, 65, 0%

市町村道の点検施設数

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

未実施
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個別補助化により計画的かつ集中的な支援が実施されることになりますが、その内容は以下の資料のとおりです。

上記資料内容から、計画的かつ集中的な老朽化対策とは、令和６年度迄に判定区分Ⅲ・Ⅳの早期措置が必要な施設へ
支援し、当初計画していたメンテナンスサイクルを構築・予防保全による対策へ転換することになります。

国が、今後５年以内に修繕着手100％
を目指すと言っているのは以下の「道路
橋点検要領‐平成31年2月」から読み取
ることができます

道路橋点検要領‐平成31年2月
国土交通省 道路局 P3より

－ 令和2年度 道路関係予算概要 国土交通省 道路局 より －
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Ⅰ 個別事業の整備状況

・ R6年度までに着手できる割合は、累計で約70%であり、現段階では目標の100%は届かない状況である。
その中で、事業完了施設がR12以降に集中しているが、これは着手及び完了年度が「不明」としているのが主な理由

であり、その内容については下記による。
⇒ 市町村財政が不足しているため見通しがたたない。
⇒ 措置を講じる施設数の数が多く、事業費算出が困難。（又は計画が立てられない。）
⇒ Ⅲ判定だが、交通量がなく利用頻度が低いため、利用頻度が高いⅡの施設を先行して予防保全を図りたい。

（ ※ Ⅲ判定の意味を理解していない市町村がある。（Ⅱと同様の考えをもっている。））
⇒ 廃道・撤去を検討しているが、地元との調整等見通しが立っていない。
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750
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60 82
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815
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59 49 55
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642
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対策済 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12以降
事業完了施設 719 244 342 750 197 102 60 82 18 659
事業着⼿施設 815 231 339 832 138 59 49 55 13 642
事業完了割合 23% 30% 41% 65% 71% 74% 76% 79% 79% 100%
事業着⼿割合 26% 33% 44% 70%



＜創設＞通学路緊急対策補助① 34



＜創設＞通学路緊急対策補助② 35

※ 出典 ： 国土交通省HP
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１０．無電柱化推進計画と２年前通知
について



無電柱化推進計画① 37

○無電柱化推進計画の策定について

1.新たな無電柱化推進計画（８期計画）

目標延長 令和３年度から５年間で全国4,000km

内北海道：１２０km（直轄６４km 地方道５６km）

①防災 ②安全・快適

④建柱抑制③景観・観光

市街地の緊急輸送道路や津波避難路のほか、
防災拠点とのアクセスルートを抽出し、広域災害
時でも効果的な応援・受援のためのネットワーク
を確保

バリアフリー重点整備地区内の特定道路

地方公共団体が設定する景観形成地区

重要施設等の周辺地区

日本風景街道（シーニックバイウェイ）

無電柱化法12条による新設電柱抑制の観点よ
り道路事業に併せて行う無電柱化区間

整備延 
【km】 ①防災 ②安全・円滑 ③景観・観光 ④建柱抑制

直轄 64.04 43.9 0.0 6.5 13.7
地⽅道 56.43 42.9 2.1 9.9 1.6
北海道合計 120.47 86.7 2.1 16.4 15.3



無電柱化推進計画② 38

○ 次期計画候補区間リスト（市町村道抜粋）【8期候補箇所】

・北広島市・函館市・ニセコ町がリストアップされているが、各事業の工事着手目標が2025年（R7）と

なっており、電線管理者との概ね合意しているため、事業着手に向けた調整を今後行う予定。

始点住所 終点住所

④市区町村道 北広島市 ボールパーク1号線 北広島市共栄 北広島市共栄 0.8 0.8

④市区町村道 北広島市 ボールパーク2号線 北広島市共栄 北広島市共栄 0.1 0.1

④市区町村道 函館市 市道幸坂通 函館市弁天町17-10 函館市船見町12-1 0.64 1.28

④市区町村道 函館市 市道弥生坂通 函館市弁天町15-16 函館市船見町7-29 0.55 1.1

④市区町村道 函館市 末広８号線 函館市末広町18-30 函館市元町17-8 0.28 0.56

④市区町村道 函館市 市道東雲広路 函館市大手町17 函館市東雲町6 0.16 0.32

④市区町村道 ニセコ町 一号線 虻田郡ニセコ町字曽我634-102 虻田郡ニセコ町字曽我22-1 2.40 2.40

④市区町村道 ニセコ町 ニセコ登山道路 虻田郡ニセコ町字ニセコ431-8 虻田郡ニセコ町字ニセコ480-5 1.30 1.30

 道路延長【km】  整備延長【km】道路種別 市区町村 路線名
整備区間

○ 建柱抑制（無電柱化法第12条）

事業の実施に併せて制限：道路事業に併せて行う無電柱化区間（主に道路の新設・改築・修繕）

→新たに道路占用される電柱、既設電柱が事業に伴い移設依頼を行い、道路敷地内へ移設となるも

のは、無電柱化を推進することとなる。



2年前通知① 39

□ 道路法施行規則
（平成31年4月1日改正）

道路事業や市街地開発事業等の実施に
際し、技術上困難と認められる場所以外
は新たな電柱設置を禁止。

□ 無電柱化の推進に関する法律
第12条

道路事業や市街地開発事業等が実施さ
れる場合には、電柱又は電線を道路上に
おいて新たに設置しないようにする。

□ 無電柱化に向けた対応手順

① 事業の内容から電線類の地下
埋設について、道路管理者が
電線管理者へ事前に相談等を
行い総合的に判断する。

② 道路管理者、電線管理者によ
り技術上可能と判断した場合
各（総合）振興局を通じ、本
庁（都市環境課・道路課）へ
報告し、本庁より回答を貰う。

③ 本庁からの回答後、電線管理
者管轄事業所へ通知を行う。
（2年前通知）
Ｒ４着手工事はＲ１までに通知が基本

④ 電線管理者本社へ管轄事務所
から報告があり、本庁からも
市町村からの報告を共有する。

① 技術上困難と認められる場所

・掘削の深さが浅い箇所
・延長が無電柱化するには短い箇所
・工事着手の2年前までに通知されていない箇所

（電線管理者の予算の確保、設計等の準備期間）
・構造その他の事情に照らし技術上困難と認められる場所

（道路の幅員が著しく狭い、既設埋設占用物件が多数など）
※上記の観点から道路管理者、電線管理者により判断し、通知
対象事業を決定する。

□ 2年前通知は慎重に。

電線管理者への2年前通知を行うと、道路事
業に併せた無電柱化に係わるリストに記載さ
れ、本庁及び電線管理者の間で④共有される
ため、事前に電線管理者と技術上の判断を的
確に行い、事業化が明確となってから、行うこ
とが必要。

①

③

④

④

③

②
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１１．除雪事業について



市町村道除雪制度の概要① 41

市町村道の除雪

交付対象
雪寒指定路線に該当している市町村道の除雪費
雪寒指定路線を除雪するための除雪機械

車道除雪

事業のイメージ

道路の堆雪幅を確保する
ための拡幅除雪

人家連たんする道路の
運搬排雪

防雪事業
（ ス ノ ー シ ェ ッ ド ）

積雪寒冷地

交付率
除雪事業 －－－６ /１０
除雪機械 －－－６/ １ 0

幹線及び⼀般市町村道は普通交付税及び特別交付税を活⽤し除雪を実施。
雪寒指定路線については、防災・安全交付⾦で実施することが可能。（除雪機械の購⼊も可能）



市町村道除雪制度の概要② 42

全国的な豪雪で、地⽅財政全体の措置だけでは間に合わない場合には、「幹線市町村道除雪費補助の
臨時特例措置」（補助率１／２）が措置される場合がある。

令和２年度を含め、昭和５２年度以降１４回ほど市町村道除雪へ補助された経緯がある。

幹線市町村道除雪費補助の臨時特例措置について
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１２．会計検査の指摘事項



44会計検査の指摘事項

令和２年度決算検査報告

 根固め工の設計が適切でなかったもの。
（参考図①～②）

 擁壁の設計が適切でなかったもの。
（参考図③～⑤）

 擁壁の設計が適切でなかったもの。
（参考図⑥～⑦）

 ガードレールの設計が適切でなかったもの。
（参考図⑧）



45会計検査の指摘事項①

①根固め工の設計が適切でなかったもの

根固めブロックの敷設幅の設計に当たり、本件工事箇所の上流に敷設されていた既設の根固めブロック
（幅1.89mの根固めブロックを3列に敷設するなどしたもの）が、豪雨で被災しなかったことから、本件根固め
ブロックの敷設幅においても同様に設計すれば問題ないと考えて、技術基準等によることなく、延長139.2mに
わたり幅1.89mの根固めブロックを3列に敷設するなどして、敷設幅を計5.87mとし施工していた。(参考図①)

しかし、技術基準等によれば、必要敷設幅は、河床が低下した場合の深さに基づき算定することとされて
いる。そこで、本件工事箇所における前記の豪雨により河床が低下した深さ2.45mに基づき計算すると、必要
平坦幅は1.89m、斜面長相当幅は4.90mとなり、必要敷設幅は6.79mとなることから、設計した根固めブロック
の敷設幅は、これに対して0.92m不足していた。

参考図 参考図②



46会計検査の指摘事項②

②擁壁の設計が適切でなかったもの

Ｌ型擁壁を道路と沿道民地との高低差に合わせるため、設計に当たり、道路と沿道の民地との高低差より
数㎝以上高くなる規格の製品を設置することとし、この場合、Ｌ型擁壁が県道から突出する部分（最も
突出した箇所で600㎜）が階段状になるため、外観に配慮するなどのために、設計図書において、道路の高さ
から、10㎝高い位置で縦断勾配に応じて全延長にわたり斜めに切断（切断した高さ5㎜～500㎜）する設計とし
これにより施工していた。(参考図③～⑤)

しかし、上記の設計に当たり、Ｌ型擁壁を切断することとした場合に、鉄筋コンクリート構造物としての
耐久性が損なわれることがないか検討していなかった。

そこで、現地の状況を確認したところ、Ｌ型擁壁は、全延長59.7mにわたり切断されて、切断面に鉄筋が露
出したり、鉄筋を覆う十分なコンクリートがなかったりしていた。

このため、鉄筋表面に酸素や雨水等が直接作用する状況となっていたり、現に切断面に露出した鉄筋が腐食
していた。

参考図③ 参考図④ 参考図⑤



47会計検査の指摘事項③

③擁壁の設計が適切でなかったもの

もたれ式コンクリート擁壁を築造するなどしたものにおいて、本件擁壁は「道路土工 擁壁工指針」に
基づいて行っており、安定計算等に用いる擁壁に作用する荷重のうち水圧については、地盤条件や水位の変動
を考慮して適切に設定することとされており、河川の水際に設置される擁壁のように壁の前後で水位差が生じ
る場合は、残留水圧を考慮する必要があるとされている。

本件擁壁の前後で生じる水位差について「港湾の施設の技術上の基準・同解説」を参考するなどして、擁壁
底版仮面から計画高水流量が河道を流下するときの最高水位までの高さの２分の１としていた。

本件擁壁は、指針に基づき、地盤条件や水位の変動等を考慮して、残留水圧の算定に用いる擁壁前後の水位
差を決定する必要があった。

適切な水位差により算定された、残留水圧を用いるなどして改めて安定計算を行ったところ、安定計算上、
安全とされる範囲に収まっていなかった。

参考図⑥ 参考図⑦



48会計検査の指摘事項④

④ガードレールの設計が適切でなかったもの

ブロック積擁壁の設計を「道路土工 擁壁工指針」等に基づき行うこととし、ガードレールの設計は、
「車両用防護柵標準仕様・同解説」を用いて設計を実施している。

指針に示された擁壁の直高と法面勾配等が安全とされる範囲内に収まっていたことなどから、設計上安全
であるとし、これにより施工をしていた。

防護柵設計標準によれば、車両がガードレールに衝突する際の荷重に対する支柱の支持力は、支柱の背面土
が反力として抵抗するため、その背面土の質量と密接な関係にあるとされ、このことから支柱１本が関与する
背面土の質量を算出するなどして支柱の支持力を評価することとしている。

しかし、ガードレールの支柱の支持力について検討を行うこと無く設計、施工していたため、確認した
ところ、支柱がブロック積擁壁に近接した位置に設置されていたことから、必要とされる背面土量0.82tを
大幅に下回る0.288tから0.376tとなっており、所要の支持力が得られていなかった。

衝突荷重について照査したところ、安全率は0.85及び0.87となりいずれも許容値である1.2を大幅に下回り
安定計算上安全とされる範囲に収まっていなかった。

参考図⑧



49会計検査の受験に際して

●過年度に不当事項とされている内容の確認

令和３年度の会計検査では、令和２年度に不当事項となった内容について、事前送り込み設計書の選定から
根固めブロックや積みブロックを施工している工事を選定している傾向。

実地検査においても、時間をかけて設計の考え方や現地の確認も実施していた。

※過去の不当事項と同じ間違えは致命的となるため、事前の確認が重要。

●コロナ禍における令和３年度の実地検査

ほぼ道事業のみ検査の対象となった。（市町村はコロナ対応のため配慮）
令和４年度はその反動で市町村事業がメインとなる可能性も？

●構造物設計の事前確認と現場の確認を忘れずに。

特に過年度に不当事項となっている構造物、橋梁・擁壁・ボックス等について、設計条件と現場条件
に差が無いか、構造計算の基本事項と現場については必ず事前に確認が必要。
（現場検査時に不具合が見つかることが無いように。）
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１３．事業調整と不用額対策



事業調整について（補助・交付金事業） 51

【補助事業】１つ１つの事業で残額・不用額が出ないよう調整

●節間流用は軽微な変更となる。
●０落ちや新たな箇所の工事追加は認可変更で対応。
●大きな額の流用は、第1回事業調整時までに報告願います。
※充当率が高いことから減額要望が多い傾向。

【交付金事業】同じ整備計画（パッケージ）内での流用は可能

●補助事業と比較し充当率が低い傾向にあるため、無駄なく有効に活用することが必要。
●同じ整備計画（パッケージ）内で流用し不用額が出ないよう検討。
※充当率が低いことから増額要望が多い傾向。

【共通】端数調整の手法（参考）

●北海道の事業においては、補助事業や交付金事業の端数を単独費（起債）で用意し、残額を
発生させないよう対応。



不用額対策について（補助・交付金事業） 52

【補助事業】不用額が出ないよう事業調整又は繰越制度の活用

●原則、不用額を発生することは不可。
●不用額の理由：入札差金も考慮した予算要求の精度向上が必要。
●不用額を出さないため、繰越制度の活用を検討。

【交付金事業】突発的な不用額の対策

●補助事業に比べ増額要望が多いため、事業調整しやすいが、第3回事業調整時の流用は困難な場合あり。
●用地補償の不調などは、早めに判断することで事業調整が可能。
●やむを得ない不用額の対応は、繰越制度の活用を検討。

【共通】入札差金による不用額は理由になりません。

●突発的なやむを得ない理由で不用額が発生した場合は、繰越制度の活用に当たり理由の整理が可能。
●入札差金による不用額の発生は、入札を行えば、入札差金は必ず出るので理由になりません。
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１４．その他情報提供



その他情報提供 54

「令和４年度 道路関係予算概算要求概要」より ※ 出典 ： 国土交通省HP



その他情報提供 55

※ 出典 ： 国土交通省HP



その他情報提供 56

※ 出典 ： 国土交通省HP



その他情報提供 57

※ 出典 ： 国土交通省HP



その他情報提供 58

最後に・・・

●調査ものや通知文で分からないことがあれば、気軽に問い合わせをお願いします。
●現在、通学路の合同点検の補助事業化調査や令和4年度の改要望作業をお願いしています。
●年度末に向け、全国的に豪雪となった場合、除雪費の追加執行調査や臨時特例措置の要望調査などの予算

に関する重要な聞き取りも想定されます。

我々も可能な限り分かりやすい通知や依頼に努めますが、予算に関する重要な調査ものを見逃すことが
無いように対応いただけたら幸いです。

引き続き、市町村道事業にご理解、ご協力お願いします。


